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1A08 公的資金に よ るプロジェクトの 追跡調査手法に 関する 
いく っ かの検討 

0 弓取修二，佐野 浩 ，加藤知 彦 (NEDO) , 中村正和 ( 日鉄技術情報センタⅡ 

1. 緒言 

研究開発においては、 終了後、 一定の時間を 経過して後に 顕著な成果が 表れることがまれではない。 従って 、 特 

に 、 公的資金で実施されている 研究開発に 掩 いては、 その終了後の 状況を追跡的に 調査し、 得られた結果がどのよ 

う に活用されているか、 また、 最終的には国民の 裡 益 にどのように 関与しているかを 把握し、 できるだけわかりやすく 

公表することが 極めて重要と 言える。 そこで、 筆者らは、 研究開発参加機関 ( 企業、 大学等 ) を対象に、 調査負担をで 

きるだけ軽減し、 効果的、 効率的に デ 一夕を収集できる 手法の検討を 行ってきた。 " 、 ， ，これにより、 研究開発から 得 

られる成果のうち、 市場で価値が 具現化される 成果 ( 以下、 「類型 1 」という。 ) 、 即ち、 工業製品等、 市場によって 価値 

が 付与される成果については、 あ る程度、 実施の目途が 立ってきた状況にあ る。 しかしながら、 市場によって 価値が 

具現化されない 成果 ( 以下、 「類型 2 」という。 ) 、 即ち、 公共財的性質を 有する等、 市場によって 価値が付与されない 

成果の追跡については、 必ずしも、 手法が確立されたとは 言い難い。 公的資金による 研究開発の目的は、 類型「の 

成果を得ることだけではなく、 寧ろ、 民間企業等では 取り組みが困難な 類型 2 の成果を得ることに 重要な意味があ る 

と 考えることもできる。 ここでは、 先ず、 類型 2 としてどのような 成果を把握すべきかについて 考え、 次いで、 類型 2 を 

有する研究開発テーマの 抽出方法についていくつかの 検討を行ってみたので、 その結果について 報告する。 

2. 類型 2 についての考え 方 

公的資金による 研究開発は、 本来、 最 

終 的な目標として、 安全で安心な 社会の 

実現や、 持続的な発展が 可能な社会の 

実現、 あ るいは環境破壊の 防止などの 
・有要汚染物 勉 管理 

社会的な便益への 寄与が考えられてい 

る 。 そのため、 例えば、 これらの社会的 

便益に貢献する 人材の育成や、 個別企 

業 では取り組み 難いリスクの 高い研究開 

発を行い、 将来必要となる 研究開発の先 

導 的な役割を果たすなど、 類型 2 を本来 

の 目的として有していると 言える。 しかし 
              団団 

ながら、 これらは、 そもそも成果として 把 

するための指標もなく、 追跡的に捉える 

ことは、 なかなか容易ではない。 そこで、 

類型「と類型 2 について 図 「に示したよう 図 l :NEDO プロ ゾりト の果たす社会的便益と 類型の考え方 

な 関係で捉え、 類型 2 であ りながら追跡的な 調査が比較的容易と 考えられる知的基盤、 標準整備、 学術的成果にっ 

いて着目し、 類型 2 の把握方法について 考えて見ることとした。 
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2. 実施方法 

2 一 「．調査対象 

平成「 3 年度および平成 14 年度に研究開発が 終了したプロジェクトで、 事後評価を実施した 55 のプロジェクトを 調 

査 対象とした。 この内、 エネルギー・ 環境関連分野は 18 プロジェクト、 産業技術関連分野は 37 プロジェクトであ った。 

2 一 2. 調査方法 

2 一 2 一 1, 指標による分析 

類型 2 を有するプロジェクトの 特徴を捉える 指標として、 各々のプロジェクトに 参加している、 企業、 大学、 公的研究 

機関、 財団法人等の 全機関を把握し、 その全機関数に 対する大学の 割合や、 特許数に対する 論文数の比率に 着目 

し 、 類型 2 との関連性について 調査した。 

2 一 2 一 2. データマイニンバ   

科学技術活動を 定量的に研究する 方法を一般にサイエンスメトリクス と 呼び、 具体的には①論文数分析、 ②引用 

分析、 ③犬引用分析、 ④兵語分析などが 主な方法として 挙げられる " 。 データマイニンバは 共 諸分析の一種であ るが、 

あ る文章単位の 中にあ る語のセット (A 、 Bl が共に出現する 頻度を計算し、 頻度が高ければ 語 A と語 B の距離が短い 

とし、 これをその文章の 性格とすることで、 他の語のセットを 持っ文章と選別することができる。 厳密な解析では 因子 

分析などを加えて、 さらに背景にあ る共通因子を 抽出するなどが 行われるよ う であ るが、 ここでは、 簡単にキーワード 

の 出現頻度順位を 手掛かりとして、 調査対象プロジェクトの 類型分類を試みた。 具体的には、 プロジェクト 終了後に 

実施する事後評価で 用いた事業原簿を 対象にチータマイニンバを 行った。 事業原簿には、 事業概要、 事業の位置付 

け ・必要性、 研究開発の運営・ 管理、 研究開発成果、 今後の展開、 技術資料等が 記載されており、 これによりプロジ 

ェクトの全容がほぼわかる 資料となっている。 資料のぺージ 数は個別プロジェクトによって 異なるが、 ここで調査対象 

とした 55 プロジェクトの 総 ぺージ数は、 A4 サイズでおよそ 5000 ぺ ー ジとなった。 なお、 類型 2 のデータマイニンバ 実 

施 にあ たっては、 キーワードとして「基礎」、 「基盤」、 

「共通」、 「汎用」および「波及」を 用いた。 
ヌ 100 
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80 

3. 結果および考察 

3 一 「・指標による 分析結果 

各 プロジェクトの 参加機関における 大学の比率 梱 50 
( 以下、 「大学と ヒ率 」とする。 ) と、 特許数に対する 論 O ⅢⅠ 4 

文 数の比率 ( 以下、 「論文比率」とする。 ) について 図 

  
ており、 明確な傾向を 見出すことは 難しい。 少なくと 糖 0 

も 、 大学比率が高いプロジェクトほど、 論文比率が高 0 ．Ⅰ   Ⅰ 0 Ⅰ 00 Ⅰ 000 

くなる傾向があ るよ う に思われる。 詩文 / 特許 /  % 

更に、 図 2 に、 プロジェクトの 内容を個別に 精査し 、 図 2,. 各プロジェクトにおける 大学の参加比率 

プロジェクトの 目的あ るいは実際の 成果として、 規格 と 特許数に対する 論文数の比率との 関係 

化や メカニズムの 解明、 データベースの 作成・公開等が 明示されており、 明らかに類型 2 と判断されたものについて 

" ■ " で示してみた。 
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得られた結果は、 大学の参加比率に 関係なく、 類型 2 を成果とするプロジェクトが 存在していることを 示している。 

一方、 論文比率については、 類型 2 を正確に絞り 込むための指標としての 活用は難しそうであ るが、 少なくとも、 f き許 

に 対する論文の 比率がおよそ 5% 未満では、 類型 2 を成果とするプロジェクトは 存在しないことを 示している。 類型 2 

を有するプロジェクトを 絞り込むための 指標として、 あ る程度の有効性が 示唆されており、 その他の指標との 組み合 

わせにより、 更に類型 2 の絞込みに効果的となる 可能性はあ ると考える。 

3 一 2. データ マ イニンバに ょ 6 分析結果 

各プロジェクトにおける「基礎」、 「基盤」、 「共通」、 「汎用」および「波及」の 出現回数をカウント し 、 その出現回数を 調 

査 した事業原簿の 頁 数 で除し、 出現頻度とした。 各キーワード 毎に、 出現頻度の高い 順に順位をつけ、 5 つのキーワ 

250   一ド 出現頻度順位の 合計を「出現頻度順位 (5) の 

    合計」として 求めた。 出現頻度順位 (5) の合計が 

O ◆●Ⅰ● 
Ⅰ レ ●◆● " 小さい程、 上記 5 つのキーワードの 出現頻度が高 

  
じ ]50 

舶 Ⅰ サ 
  く 、 類型 2 の要素が強いことを 示すと考えられる。 

埋 ⅠⅠ■ⅠⅠ●ⅠⅠ " 

    結果を図 3 に示す。 なお、 図中、 " ■ " は、 プロジ 0 盛田 0]   
  ェクト の内容を精査した 結果、 類型 2 と認められた 

プロジェクトを 示し・ " ● " は、 類型Ⅰと認められた プ 抵俺丑 
@  ロジェク ト を示す。 

J-'-..l.......l                                                                               
得られた結果から、 出現頻度順位合計 (5) に 依 

0 Ⅰ O 20 30 40 50 60 

出現頻度順位 (5) の合計の順位 
らず、 類型 2 が存在していることがわかる。 即ち 、 

少なくとも、 本 検討条件に 掩 いては、 「基礎」、 「 基 
図 3: 5 つの技術的キーワードによるデータ マ イニンバ結果 

盤 」、 「共通」、 「汎用」および「波及」が、 類型 2 を 絞 

り 込むための有効なキーワードになっていないことを 示唆している。 

次に、 類型 2 を示すより技術的なキーワードとして、 「メカニズム」、 「試験・測定」、 「実験」、 「シミュレーション」、 

「データベース」および「規格・ 基準」を選定し、 同様の出現頻度の 分析を行った。 得られた結果を 図 4 に示す。 なお、 

図中 " ■ " および，● " は、 図 3 と同様に類型 2% よ 350 

び 類型「を示す。 梶 300 

得られた結果から、 出現頻度順位 (6) の合計の篭 250 

が 含まれていることがわかる。 技術的なキ ーヮ一 
順位において、 上位約 25% 程度に全ての 類型 2                 

ぎ毛 三三 ミヱ 稟に㌃ 接 ， C 真三葉 笘 二三 % 葦に箆釜婁 : 器 

すると、 類型 2 をかなり絞り 込めた結果と 言える。 丑 5O 

O   
さらに、 得られた結果に 図 3 で示した結果を 重 

ね 合わせてみた。 「基礎」、 「基盤」、 「共通」、 「 汎 
0 Ⅰ 0 20 30 40 50 60 

用 」および「波及」というキーワードの 影響により、 
出現頻度順位 (6) の合計の傾 位 

図 4:6 つの技術的キーワードによるデータ マ イニンバ結果 
図 4 中の「出現頻度順位合計 (6) の順位」におい 
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て 、 上位 25% に含まれる類型 1 が排除されることを 

期待した。 

得られた結果を 図 5 に示す。 この結果から、 上位 2 

件、 即ち、 データマイニンバの 結果、 類型 2 の要素が 

強いことが示されたプロジェクトについては、 実際に 

プロジェクト 内容を精査した 結果も類型 2 であ り、 分 

析結果との一致を 見た。 しかし、 その他の類型 2 ％ 

O 
                                                                                                                          ロジェ ウト は、 上位 40% までに分散する 結果となっ 

  Ⅰ O 20     40     60  た。 この結果を見る 限り、 現状の分析では、 キーワ 

出現頻度順位 1 けの合計の順位 一ドを Ⅱにしてもあ まり絞込み効果は 認められない 

図 5: Ⅱの技術的キーワードによるデータ マ イニンバ結果 よ う に思われる。 原因はいく っか 考えられる。 1 点 

目は 、 分析に各キーワードの 順位を使用したことであ る。 これにより、 実数の場合の 小さな差が拡大され、 一方、 実 

数では寄与率の 少なかった部分が 強調されていることになったと 考えられ、 出現頻度の傾向が 正確に反映できなか 

っ たものと思われる。 2 点目として、 データマイニンバの 対象とした資料が、 技術資料を含む 事業原簿であ った点が掲 

げられる。 資料ぺージ数が、 数十ぺ ー ジから数百ぺ ー ジまでばらついていたことも、 正確な分析結果を 阻んだ原因と 

なり得る。 より正確な分析を 行 う ためには、 プロジェクトの 基本計画や実施計画事に 基づき、 実施することが 望ましい 

と 思われる。 3 点目は、 キーワードの 選定が考えられる。 キーワードとして、 「メカニズム」、 「試験・測定」、 「実験」、 「シ 

ミュレーション」、 「チータベース」および「規格・ 基準」は適切な 選定であ ったとしても、 「基礎」、 「基盤」、 「共通」、 「 汎 

用 」および「波及」というキーワードによる 類型 2 の分類が的確になされなかった 事実は、 一方で、 類型 2 以外のプロ 

、 ジェク ト において多用されている 可能性も示唆しており、 このキーワードの 選定が適切であ った 否 かは今後も検討を 

要 すところであ ろう。 

4. まとめ 

公的資金によるプロジェクトから 得られる成果のうち、 「市場によって 価値が具現化されない 成果」を見出すための 

手法について 検討した。 その結果、 プロジェクトによって 得られた特許数に 対する論文数の 比率や、 「メカニズム」、 

「試験・測定」、 「実験」、 「シミュレーション」、 「データベース」および「規格・ 基準」というキーワードによるデータマイ 二 

ング を行 う ことにより、 あ る程度の絞込みが 可能であ ることが示唆された。 今後、 適切な分析対象やキーワードの 選 

択について十分な 検討を行うことにより、 更に絞込みの 精度を向上させることが 可能となろう。 本 検討では、 「人材育 

成 」、 「リスキ一な 研究開発テーマの 先導的役割」、 「産学官の連携促進」等、 本来、 公的資金に期待される 類型 2 的 

要素の強いプロジェクトの 抽出については 実施しておらず、 これについては 今後の課題と 考えている。 
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